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令和６年度 会計別決算総括表

⼀般会計及び特別会計
会 計 名 予算額

決算額
歳 ⼊ 歳 出 歳⼊歳出差引額

⼀ 般 会 計 49,748 49,245 46,572 2,673
国⺠健康保険 9,952 9,356 9,092 264
介護保険 6,359 6,278 6,083 195
後期⾼齢者医療 1,210 1,184 1,177 7

特 別 会 計 ⼩ 計 17,521 16,818 16,352 466
合 計 67,269 66,063 62,924 3,139

（単位：百万円）

区分 予算額 決算額

収 ⼊ 3,711 3,720
⽀ 出 4,671 4,446

⽔道事業会計 （単位：百万円）

区分 予算額 決算額

収 ⼊ 4,000 3,708
⽀ 出 4,215 3,917

下⽔道事業会計 （単位：百万円）

※収⼊額が⽀出額に不⾜する額は、当年度分消費税及び地⽅消費税
資本的収⽀調整額、過年度分損益勘定留保資⾦で補てんした。

※収⼊額が⽀出額に不⾜する額は、過年度分消費税及び地⽅消費税
資本的収⽀調整額、当年度分消費税及び地⽅消費税資本的収⽀調
整額、過年度分損益勘定留保資⾦で補てんした。
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歳⼊：49,246百万円

令和６年度⼀般会計歳⼊決算の状況

（単位：百万円）

⾃主財源
28,849 
58.6%

依存財源
20,397 
41.4%

市税
21,616
43.9%

繰越⾦
2,180
4.4%

繰⼊⾦
3,008
6.1%

諸収⼊等
2,045
4.2%

国庫⽀出⾦
7,791
15.8%

譲与税・各種交付⾦
4,734
9.6%

市債
3,723
7.6%

県⽀出⾦
2,973
6.0%

地⽅交付税
1,176
2.4%

歳⼊の内訳 歳⼊の推移

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

R2 R3 R4 R5 R6

市税 繰越金 繰入金

諸収入等 国庫支出金 譲与税・各種交付金

市債 県支出金 地方交付税

繰越⾦が、前年度⽐約１１億９千３百万円、３５.４％の減となったものの、譲与税・各種交付⾦のうち、地⽅特例交
付⾦が、約４億４千万円、３５４．８％の増、諸収⼊等のうち、寄附⾦が、約２億８千６百万円、８４.２％の増、繰
⼊⾦が、約８億９千３百万円、４２.２％の増となるなど、歳⼊全体で約６億８千３百万円、１.４％の増となりまし
た。

（単位：百万円）

自
主
財
源

依
存
財
源

49,246

59,362
53,061 51,785

48,562

（年度）
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市税： 21,616百万円

令和６年度 市税の状況

市税の内訳

市税では、市⺠税が個⼈市⺠税の定額減税により減額（地⽅特例交付⾦により補填：約４億円）となったほか、固定
資産税が償却資産や家屋評価替えの減価により減額となるなど、市税全体で前年度⽐約２億１百万円、０.９％の減と
なりました。

（単位：百万円） 主な税⽬毎の推移

5,788 5,712 5,748 5,898 5,680 

1,984 1,622 2,044 1,677 1,819 

12,635 12,283 12,601 12,745 12,608 

1,353 
1,422 

1,515 1,497 1,509 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

R2 R3 R4 R5 R6

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他税

21,61621,760 21,039 21,908 21,817

（単位：百万円）

（年度）

個⼈市⺠税
5,680 
26.3%

法⼈市⺠税
1,819 
8.4%

固定資産税
12,608 
58.3%

その他税＊
1,509 
7.0%

＊その他税：市たばこ税や軽⾃動⾞税等
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歳出： 46,572 百万円

令和６年度 ⼀般会計歳出決算の状況（性質別）

歳出推移（性質別）
（単位：百万円）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

R2 R3 R4 R5 R6
人件費 扶助費 公債費

普通建設事業費 物件費 維持補修費

補助費等 積立金 投出資及び貸付金

繰出金

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

そ
の
他
経
費

46,572

55,882

48,078 48,413
46,383

（単位：百万円）

（年度）

歳出内訳（性質別）

⼈件費は、⼈事院勧告に基づいた給与改定に伴う増や会計年度任⽤職員の勤勉⼿当の⽀給開始などにより、前年度⽐
約５億３千６百万円、８.５％の増となりました。
扶助費は、国の施策による、定額減税補⾜給付⾦や保育所運営委託料などの増により、前年度⽐約１０億６千７百万
円、９．４％の増となりました。
普通建設事業費は、⼩中学校における⼤規模改修⼯事の完了などにより、前年度⽐約４億２千５百万円、８.７％の減
となりました。

⼈件費
6,838 
14.7%

扶助費
12,375 
26.6%

公債費
1,873 
4.0%

物件費
9,490 
20.4%

維持補修費
551 
1.2%

補助費等
6,993 
15.0%

積⽴⾦
1,771 
3.8%

投出資及び貸付⾦
219 
0.5%

繰出⾦
1,980 
4.2%

普通建設事業費
4,482
9.6%

義務的経費
21,086 
45.3%

投資的経費
4,482 
9.6%

その他経費
21,004 
45.1%
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歳出： 46,572百万円

令和６年度 ⼀般会計歳出決算の状況（⽬的別）

歳出内訳（⽬的別）
議会費

258 
0.5％

総務費
6,449 
13.8％

⺠⽣費
18,376 
39.5％衛⽣費

4,834 
10.4％

農林⽔産業費
830 
1.8%

商⼯費
542 
1.2％

⼟⽊費
4,068 
8.7％

消防費
2,681 
5.8％

教育費
6,661 
14.3％

公債費
1,873 
4.0％

歳出推移（⽬的別）
（単位：百万円）

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

R2 R3 R4 R5 R6

議会費 総務費 民生費

衛生費 農林水産業費 商工費

土木費 消防費 教育費

公債費

46,572

55,882

48,078 48,413 46,383

（単位：百万円）

（年度）

総務費は、ふるさとづくり基⾦積⽴⾦などの増により、前年度⽐約４億６千１百万円、７.７％の増となりました。
⺠⽣費は、国の施策による、定額減税補⾜給付⾦や保育所運営委託料などの増により、前年度⽐約９億８千９百万円、
５.７％の増となりました。
衛⽣費は、⿅島地⽅事務組合分担⾦（環境事業分）などの減により、前年度⽐約１１億９百万円、１８.７％の減とな
りました。
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社会保障費の推移

社会保障費の推移

扶助費は、国の施策による、低所得者⽀援及び定額減税補⾜給付⾦、住⺠税⾮課税世帯給付⾦の皆増のほか、障害
福祉サービス費や保育⼠等の処遇改善による保育所運営委託料の増などにより、増加となりました。
社会保障費全体では、扶助費や介護保険、国⺠健康保険、後期⾼齢者医療特別会計への繰出⾦の増により、前年度
⽐約１１億９千９百万円、８．６％の増となりました。

9,936 
12,256 

10,811 11,309 
12,375 

718 

708 

699 696 
759 

894 

937 

959 
1,005 

1,018 

848 

894 

949 
997 

1,054 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

R2 R3 R4 R5 R6

扶助費 繰出金（国民健康保険）

繰出金（介護保険） 繰出金（後期高齢者医療）

扶助費の財源内訳

7,003 

1,908 

202 

3,262 

R6

一般財源

分担金・負担金等

県支出金

国庫支出金

12,396

14,795
13,418

15,206
14,007

12,375
（単位：百万円）

（年度）
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投資的経費・維持補修費の推移 （上・下⽔道事業含む）

投資的経費・維持補修費の推移

投資的経費は、下⽔道事業における北公共埠頭⾬⽔幹線整備⼯事費の増などにより、前年度⽐約２
億７千２百万円、３.９％の増となりました。
維持補修費は、下⽔道事業における中継ポンプ場の補修⼯事費の減などにより、前年度⽐約７千８
百万円、９．1％の減となりました。

7,401 
8,333 

9,905 

7,033 7,305 

914 846 772 858 780 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

R2 R3 R4 R5 R6

投資的経費 維持補修費

（単位：百万円）

（年度）
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18,100 16,792 15,312 14,315 13,603 14,608 15,576 17,632 19,439 21,393 

4,254 4,405 4,514 4,404 4,311 4,235 4,274 
4,349 

4,356 
4,404 

6,577 6,926 7,285 7,612 8,076 8,355 8,672 
9,145 

9,356 
10,098 

7,858 7,858 7,858 7,548 7,048 6,546 6,045 
5,542 

5,041 
4,538 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

一般会計 水道事業会計 下水道事業会計 債務負担行為に基づく支出予定額（アリーナ建設費）

33,744 34,567
36,668 38,192

（単位：百万円） これまでのピーク

市
債
残
高

債
務
負
担
行
為
支
出
予
定
額

※このグラフの将来負担額は、各会計の市債残⾼及び債務負担⾏為に基づく⽀出予定額（アリーナ建設費）の合計としています。

（年度）

計 27,198

※⾚字の⾦額は、各会計の市債残⾼の合計です。

将来負担額の推移

将来負担額は、市営住宅建替整備事業や息栖神社周辺整備事業などに市債を活⽤したことにより、
⼀般会計における市債の発⾏額が増加し、前年度⽐約２２億４千１百万円の増となりました。

40,433

（単位：百万円）
将来負担額の推移

計 25,990計 26,331計 27,111計 28,123計 28,931 計 35,895計 33,151計 28,522 計 31,126

33,03833,87934,96935,98136,789
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基⾦残⾼の推移 （⼀般会計）

積⽴基⾦残⾼の推移

財政調整基⾦は、保育⼠等の処遇改善により増となった保育所運営委託料などへの取崩しを⾏った
ことにより、残⾼が減少しました。その他⽬的基⾦は、ふるさとづくり基⾦への積⽴額が増加した
ことにより、増加しましたが、基⾦残⾼は、前年度⽐約１１億７千３百万円、１６.０％の減とな
り、令和６年度末残⾼は、約６１億７千６百万円となりました。

5,883 

4,843 
5,459 5,456 

4,160 

2,953 
2,237 

1,844 1,893 2,016 

8,836 

7,080 7,303 7,349 

6,176 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

R2 R3 R4 R5 R6

財政調整基金 その他目的基金 合計

（単位：百万円）

（年度）
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主要財政指標の状況 ①
実質公債費⽐率の推移

5.5 

3.5 3.7 4.2 
4.9 

6.5 6.3 6.4 6.6 

0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0
6.0
7.0

R2 R3 R4 R5 R6
神栖市 県内市町村平均

指 標 神栖市 早期健全化基
準

財政再⽣
基準

実質⾚字⽐率 −
（⾚字なし） 11.84 20.0

連結実質⾚字⽐率 −
（⾚字なし） 16.84 30.0

実質公債費⽐率
(３ヵ年平均） 4.9 25.0 35.0

将来負担⽐率 45.0 350.0

公営企業における資⾦
不⾜⽐率 −

（資⾦不⾜なし）

経営健全化
基準
20.0

健全化判断⽐率・資⾦不⾜⽐率

※健全化判断⽐率とは、４つの財政指標（実質⾚字⽐率、連結実質⾚
字⽐率、実質公債費⽐率及び将来負担⽐率）の総称です。

（単位：％）

将来負担⽐率の推移

20.4 23.4 

23.5 
27.8 

45.0 39.4 

28.8 

22.4 23.3 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

R2 R3 R4 R5 R6

神栖市 県内市町村平均

（単位：％）

（単位：％）
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主要財政指標の状況 ②
経常収⽀⽐率の推移（速報値）

86.9 

91.4 91.3 
94.1 95.8 

78.2 
81.9 83.6 

88.3 
92.3 

90.8
85.7 91.0 

92.6

65.0
70.0
75.0
80.0
85.0
90.0
95.0

100.0

R2 R3 R4 R5 R6
神栖市

神栖市（震災復興特区における課税免除分の影響除く）

県内市町村平均

財政⼒指数（３ヵ年平均）の推移

1.411 1.378 1.344 1.334 1.344 

0.707 0.689 0.677 0.667 0.670 

0.0
0.2
0.4
0.6
0.8
1.0
1.2
1.4
1.6

R2 R3 R4 R5 R6

神栖市 県内市町村平均

財政指標の説明（単位：％）

※速報値のため、今後変更する可能性があります。

※将来負担⽐率とは
将来にわたって返済すべき市債残⾼等から返済に充てる基⾦
現在⾼を差し引いた額が、１年間の収⼊に対してどれだけを占
めているかの割合を⽰すものです。
（⼀般家庭に置き換えると、１年間の収⼊額を100とした場合、
今後返済する借⾦（住宅ローンなど）の返済額から、返済に充
てる貯⾦額を差し引いた額がどれだけになるかを⽰すものと⾔
えます。）

※実質公債費⽐率とは
１年間の収⼊に対する借⾦返済の負担割合を⽰すものです。
（⼀般家庭に置き換えると、１年間の収⼊額を100とした場合、
その年の借⾦（例えば住宅ローンなど）の返済額がどれだけを
占めているかを⽰すものといえます。）

※経常収⽀⽐率とは
財政構造の弾⼒性を表す指標で、地⽅税など使途が特定されて
いない毎年度経常的に収⼊される財源のうち、⼈件費や公債費
など毎年度経常的に⽀出される経費に充てられたものが占める
割合です。
（家庭の家計に例えると、毎⽉の給料に対して、⾷費やローン
の返済など、毎⽉決まって⽀払わなければならない経費の割合
を表したものです。）

※財政⼒指数とは
地⽅公共団体の財政⼒を⽰す指数で、財政⼒指数が⾼いほど
財源に余裕があるとされています。
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※上記の算出に⽤いている数値は、令和7年3⽉末現在の住⺠基本台帳世帯数：44,696世帯

かみす家の家計簿 〜神栖市の財政を１か⽉の家計に例えてみました〜

市の財政状況を⾝近に感じていただくため、⼀般会計の令和６年度決算を、１か⽉の家計に例えています。
収⼊の中では、給料などの「⾃主財源」が⼤きな割合を占めていることがわかります。
⽀出の中では、⾷費や医療費などの「義務的経費」が、⼤きな割合を占めていることがわかります。

収 入

自

主

財

源

給料 400 千円

貯金の取り崩し 47 千円

親からの仕送り 258 千円

各種ローンの借入金 58 千円

収 入 合 計 763 千円

支 出

義
務
的
経
費

食費 106 千円

医療費 192 千円

ローンの返済 29 千円

光熱水費や通信費 147 千円

家・車の修理や買い替え 78 千円

家族や友人への援助 139 千円

友人への貸付や貯金 30 千円

支 出 合 計 721 千円

人件費

扶助費

公債費

物件費

維持補修費
普通建設事業費

補助費等
繰出金

投出資及び貸付金
積立金

市税、その他収入

地方交付税
国・県支出金

各種交付金 等

繰入金

地方債

0

家計に例えると
わかりやすいね
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